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第２章 高齢者福祉 

 

第１節 高齢者福祉の動向 

高齢者福祉の基本は、長年にわたり社会のために貢献してきた高齢者が敬愛され、幸せな

老後の生活が送れるように、国、地方自治体及び地域社会が一体となって、高齢者福祉の増

進を図ることにあります。 

近年の高齢者福祉に係る諸問題は、高齢者人口の増加に加えて、核家族化の傾向による私

的扶養意識の減退、さらには就労対策、経済情勢、住宅事情、生活様式の変化等により、様々

な社会問題として提起されてきています。 

小平市では、こうした高齢者の諸問題を踏まえて、昭和 50年度に国から「老人のための明

るいまち」のモデル都市の指定を受けて、多くの福祉施策に積極的に取り組み、また、国の｢高

齢者保健福祉推進十か年戦略(ゴールドプラン)｣策定（平成元年）、福祉関連８法改正（平成

２年）を受けて、平成５年６月に「小平市地域保健福祉計画」を策定しました。その後、新

ゴールドプランによる見直しを経て、平成 12年４月からの介護保険制度の開始に合わせて、

地域保健福祉計画の高齢者部分の見直しと介護保険事業計画の策定を一体的に行い、平成 15

年３月には「小平市新地域保健福祉計画」を策定して、高齢者を地域全体で支える支援作り

を目指した地域ケア体制の充実を図るなど、地域における見守り支援・介護予防等の体制づ

くりを進めてきました。 

平成 18年３月策定の「高齢者保健福祉計画・第３期介護保険事業計画」からは独自の個別

計画として策定しております。また、平成 27年度の高齢者保健福祉計画及び第６期介護保険

事業計画から、「小平市地域包括ケア推進計画」と総称し、団塊の世代が 75 歳以上となる  

令和７年を見据え、「医療・介護・介護予防・住まい・生活支援」が一体的に提供される地

域包括ケアシステムの構築に向けた取組を進めてきました。 

令和３年３月に策定した「小平市地域包括ケア推進計画」（令和３年度～５年度）に基づ

き、計画の理念である「住み慣れた小平で、いきいきと笑顔で暮らせる地域社会をめざして」

の実現に向け、引き続き、高齢者福祉及び介護保険施策を推進していきます。 

 
 

第２節 高齢者福祉の現況 

１ 高齢者人口の推移 

小平市における令和５年１月１日現在の総人口は 196,924 人で、65 歳以上の人口は

46,270人であり、総人口比は 23.5％となっています。市制施行の翌年、昭和 38年１月

１日現在の高齢者人口は、2,359人で、総人口比は 3.3％でした。 
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表１での推移をみると、その変化のほどは明らかな状況です。今後も、全国的な傾向

と同様、さらに高齢者の人口割合が増加していくことと予想されます。 

当市の総人口、高齢者人口及びその割合は表１のとおりです。 

表１ 市の総人口に対する割合                          （各年 1月 1日） 

      区 分 
 年 

 市 の 人 口 （ 人 ） 総人口比(％) 

6 5 歳 以 上 総  数 65歳以上 

昭和 45年（1970年） 130,780  4,538  3.5 

50年（1975年） 148,200  6,312  4.3 

55年（1980年） 150,411  8,489  5.6 

60年（1985年） 153,118 10,720  7.0 

平成   2年（1990年） 157,446 13,927  8.8 

7年（1995年） 165,177 18,468 11.2 

  12年（2000年） 175,115 24,698 14.1 

17年（2005年） 180,345 30,637 17.0 

22年（2010年） 183,990 36,385 19.8 

27年（2015年） 186,958 41,586 22.2 

令和   2年（2020年） 194,869 45,051 23.1 

3年（2021年） 195,543 45,562 23.3 

4年（2022年） 195,361 45,954 23.5 

5年（2023年） 196,924 46,270 23.5 

＊平成 12年以降は、外国人登録を含む 

   

２ 一人暮らし高齢者及び高齢者のみ世帯の支援 

令和５年１月１日現在で民生委員等を通じて把握した見守りの必要な 75 歳以上の 

一人暮らしの高齢者は、880 人（男 238 人 女 642 人）、高齢者のみ世帯の数は 549 世

帯です。 

このような在宅の一人暮らし高齢者や高齢者のみ世帯に対して、種々の施策を実施し

ています。 

たとえば、救急代理通報システム、訪問給食サービス等があります。 

 

３ 高齢者福祉相談 

認知症等により判断能力の不十分な高齢者の権利を擁護するために成年後見制度利用

支援事業を行っています。 

また、高齢者虐待防止法の施行に伴い、地域包括支援センターと連携しながら、高齢

者虐待の早期発見・防止に努めています。 

令和４年度の高齢者福祉に関する相談の状況は多種多様であり、その内容は表２のと

おりです。 
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表２ 相談の内容     （令和 4年 4月 1日～令和 5年 3月 31日） 

相 談 の 内 容 件  数 ％ 

介 護 保 険 申 請 の 相 談 327 51.1 

介護サービスの相談（在宅） 50 7.9 

 

訪問介護 5 0.8 

通所介護・通所リハ 12 1.9 

短期入所 0 0 

その他 33 5.2 

介護サービスの相談（施設） 20 3.1 

 

介護老人福祉施設 4 0.6 

介護老人保健施設 4 0.6 

介護療養型医療施設 1 0.2 

その他 11 1.7 

介護保険以外の施設入所相談 8 1.2 

 

病院 4 0.6 

養護老人ホーム 2 0.3 

その他 2 0.3 

生活支援・安否確認支援等の相談 105 16.4 

家族・権利擁護・医療・その他 130 20.3 

小   計 640 100.0  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護保険申請の相談

51.1%

介護サービスの相談(在宅)

7.9%

介護サービスの相談(施設)

3.1%

介護保険以外の施設

入所相談

1.2%

生活支援・安否確認

支援等の相談

16.4%

家族・権利擁護・

医療・その他

20.3%
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第３節 高齢者福祉の施策 

１ 社会活動への支援 

(1) 高齢クラブへの助成（高齢者支援課） 

地域に居住する高齢者が、老後の生活を健全なものにするために自主的に組織した

団体です。ゲートボール、輪投げ、踊り、手芸、親睦旅行、カラオケ等の生きがい・

健康を高める活動や、友愛訪問、美化活動等のボランティア活動を行っています。 

クラブ数：27クラブ  会員数：1,646人 

・小平市高齢クラブ（単位クラブ）助成  7,871,800円 

・小平市高齢クラブ連合会助成       471,100円 

（令和 4年度助成実績 計 8,342,900円） 

(2) 福祉会館（老人福祉センター）（高齢者支援課） 

市内に住む介護保険の認定を受けていない 60歳以上の方を対象とした、高齢者の健

康増進と教養の向上及び娯楽に役立てるための施設で、娯楽室、浴室等がある老人福

祉センターと、一般市民のための集会施設を備えています。 

・老人福祉センター 

利用日 娯楽室：午前９時から午後４時まで 

※休館日を除く 

※娯楽室は、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、利用時間は  

正午から午後４時までとし、浴室は休止中です。 

（令和 4年度実績 娯楽室 延べ 1,216人  卓球室 延べ 64人  

ヘルストロン（交流高圧電位治療器） 延べ 1,818人） 

・集会施設（集会室、市民ホール等） 

利用日 午前９時から午後 10時まで 

※休館日を除く 

（令和 4年度実績 延べ 3,988団体 延べ 65,842人） 

・高齢クラブの利用 

利用日 月～金曜日に和室ホールを各クラブが順番に利用 

（令和 4年度実績 96日 延べ 1,514人） 
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(3) 高齢者労働能力活用（高齢者支援課） 

本格的な高齢化時代の到来を迎えて、雇用対策上高齢者の就業については重要課題

となっています。昭和 54 年８月に閣議決定された第４次雇用対策基本計画及び同年

10月の社会保障審議会の建議においても、その必要性が指摘され、定年退職後等にお

ける高齢者の生きがいを充実させるとともに、補助的、短期的な仕事を提供し、高齢

者の労働能力を活用する事業として従来の高齢者事業を制度化したものです。小平市

高齢者事業団は「シルバー人材センター」として、昭和 55年 12月に法人化され、名

称については、平成 23年４月１日付で「公益社団法人小平市シルバー人材センター」

に変更しました。 

(4) 公益社団法人 小平市シルバー人材センター（高齢者支援課） 

都が昭和 48年から始めた｢高齢者｣の就労、とりわけ、雇用になじまないが働く意欲

のある高齢者の自立、自助の努力と行政の援助とあいまって、働く機会を拡大しなが

ら地域社会における高齢者の社会的・経済的地位の向上を目指す、という福祉と労働

とを両立させた施策として実施されました。仕事は補助的、短期的なもので、活力あ

る地域社会づくりに寄与することを目的としています。地区事業団として小平市は昭

和 51年度に設立されました。就労等の状況は表３のとおりです。 

表３ 事業実施状況                   （各年 3月 31日） 

区分 
年度 

会 員 数 
(人) 

延べ就業人員 
(人) 

契 約 件 数 
契 約 金 額 

(円) 

契約割合(％) 

公 共 民 間 

平成 30年度 1,149 124,127 8,355 439,295,424 55.4 44.6 

令和元年度 1,138 123,295 8,324 455,822,604 55.4 44.6 

令和 2年度 1,110 117,140 7,426 443,808,363 59.0 41.0 

令和 3年度 1,167 116,824 7,537 445,356,081 59.4 40.6 

令和 4年度 1,215 125,709 7,682 467,201,518 60.2 39.8 

  

２ 介護予防の推進 

(1) 自立支援事業 

① 高齢者生活支援ヘルパー事業（高齢者支援課）  

身体機能が低下し、日常生活に支障のある 65歳以上の一人暮らし高齢者、高齢者

のみ世帯の家周りの除草サービスを行うことにより、自立した生活の継続を可能と

し、本人の身体状況の維持改善を図り、要支援・要介護状態への進行を防止するこ

とを目的としています。 

（令和 4年度実績 派遣時数 344時間 派遣回数 172回 385,452円） 
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② 高齢者緊急一時保護事業（高齢者支援課） 

養護者から虐待を受けている高齢者又は養護者の不在等により、在宅での介護が

困難となった高齢者を介護保険施設に一時的に保護し、安心した生活を確保すると

ともに高齢者の権利利益を擁護します。 

（令和 4年度実績 利用者数 5人 延べ利用日数 131日 4,349,840円） 

③ 高齢者自立支援住宅改修給付（高齢者支援課） 

65 歳以上の日常生活の動作が困難な高齢者に対し、住宅改修（住宅改修予防、  

住宅設備改修）を給付することにより、転倒予防、動作の容易性の確保、行動範囲

の拡大及び確保並びに介護の軽減を行い、在宅での生活の質の確保を図っています。 

（令和 4 年度実績 住宅改修予防給付 15 件  住宅設備改修給付 23 件 6,347,873 円） 

④ 高齢者自立支援日常生活用具給付（高齢者支援課） 

介護保険の対象とならない 65 歳以上の日常生活の動作が困難な高齢者に対し、 

日常生活用具を給付することにより、転倒予防、動作の容易性の確保、行動範囲の

拡大及び確保並びに介護の軽減を行い、在宅での生活の質の確保を図っています。 

（令和 4年度実績 入浴補助用具 1件 歩行支援用具 2件 76,032円） 

(2) 交流事業 

① 小平市立高齢者館（ほのぼの館・さわやか館）（高齢者支援課） 

高齢者が気軽に交流できる場として、囲碁将棋等が楽しめる和室、カラオケ等が

楽しめる舞台付和室、多目的ホールがあります。このほか、シルバー人材センター

の活動拠点としてのシルバー活動室や小平市社会福祉協議会の活動拠点としての 

ボランティアコーナーがあります。 

なお、さわやか館には身体状況等の理由により自宅で入浴が困難な方が利用でき

る介助浴室や、子どもひろば・幼児コーナーがあります。 

平成 18年度から指定管理者制度を導入しています。 

（令和 4年度実績 ほのぼの館 9,634,975円  さわやか館 11,627,819円） 

 (3) 安否確認支援事業 

① 救急代理通報システム（高齢者支援課） 

一人暮らし高齢者等において、慢性疾患による発作が起きた時などに備え、緊急

時にボタン一つで民間の受信センターに通報できる機器を設置し、日常の安全を確

保します。 

（令和 4年度実績 利用者 118人 5,806,618円） 
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② 訪問給食サービス（高齢者支援課） 

65歳以上の一人暮らし高齢者及び高齢者のみの世帯に訪問給食サービス（原則週

４回まで・低栄養で栄養改善が必要な方は週７回まで、昼食または夕食）を提供す

ることにより、安否の確認をするとともに、健康の保持に寄与するものです。 

（令和 4年度実績 延べ年間利用人数 2,402人  延べ食事提供数 32,175食 

          16,008,861円） 

③ ＩＣＴ機器を活用した高齢者等の地域見守り推進（高齢者支援課） 

見守りが必要な一人暮らしの高齢者等を対象に自宅のトイレ等に通信機能付きＳ

ＩＭ一体型ＬＥＤ電球を取り付け、点灯する状況を感知することにより安否確認を

行うものです。 

（令和 4年度実績 設置件数 14件 144,452円） 

④ ひとり暮らし高齢者安否確認事業 (小平市社会福祉協議会) 

安否確認が必要なおおむね 70歳以上で一人暮らしの方（市の訪問給食サービス利

用者は除く）へ、週１回利用者と事前にお約束した時間に小平市社会福祉協議会の

訪問員が電話で状況を伺う、電話訪問サービスと、週３回（月・水・金）午前中に

訪問して乳酸菌飲料を手渡して状況を伺う、おはようふれあい訪問サービスをそれ

ぞれ実施しました。 

（令和 4年度実績 電話訪問利用者 13人 

おはようふれあい訪問延べ利用者 9,954 人(月平均実人員 88 人)）  

(4) その他の事業 

① 高齢者住宅（シルバーピア）の運営（高齢者支援課） 

住宅に困窮する高齢者に対して、高齢者に配慮した設備と生活協力員を配置し、

住みなれた地域の中で安心して暮らすことができるよう建設された集合住宅です。 

表４ シルバーピア（高齢者住宅）一覧 

≪民間借上げ－高齢者住宅≫ 

№ シルバーピア名 
単身用 

戸数 

世帯用 

戸数 

合計 

戸数 

単身用 

面積㎡ 

世帯用 

面積㎡ 

生活 

協力員 
開設日 

1 鳥海 11  11 29  1 H3.12.1 

2 小川西 27  27 34  1 H5.12.1 

計 2か所 38  38   2  
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≪都営－高齢者住宅≫ 

№ シルバーピア名 
単身用 

戸数 

世帯用 

戸数 

合計 

戸数 

単身用 

面積㎡ 

世帯用 

面積㎡ 

生 活 

協力員 
開設日 

1 
学園東町第 2 

アパート 
14  14 31  1 H5.12.1 

2 
小川西町五丁目 

アパート 
30 10 40 32 54 0 H7.7.1 

3 
小川西町二丁目 

第 2アパート 
14 6 20 32 54 1 H7.11.1 

4 
学園西町一丁目 

アパート 
18  18 33  1 H8.1.16 

5 
小川西町二丁目 

アパート 
16 5 21 32 54 1 H8.3.1 

6 
大沼町一丁目 

アパート(15 号棟) 
30 5 35 32 54 2 H9.2.16 

7 中島町アパート 14 6 20 36 57 1 H9.6.1 

8 
小川西町四丁目 

アパート 
15 5 20 43 58 1 H11.6.1 

9 
大沼町一丁目 

アパート(20 号棟) 
20  20 32  1 H11.11.1 

10 
花小金井四丁目 

アパート(3・4 号棟) 
32 8 40 35 53 0 H12.11.1 

11 
大沼町一丁目

第 3アパート 
14 7 21 35 53 1 H13.2.1 

計 11か所 217 52 269   10  

 

合 計 13か所 255 52 307   12  

（※シルバーピアには各１室ずつだんらん室が設けられています。） 

② 高齢者居住支援事業（高齢者支援課） 

一人暮らし高齢者や高齢者のみ世帯の方が住まい探しを行う際に、市が相談窓口

となり、市と協定を締結している「一般社団法人全国保証機構」との仲介等の支援

をします。 

（令和 4年度実績 相談件数 28件） 

３ 医療に関する制度 

(1) 高齢受給者証（保険年金課） 

70歳以上 75歳未満の方（後期高齢者医療制度の適用を受けている方は除く）は、

加入する医療保険から高齢受給者証が交付され、医療機関等の窓口で支払う保険対象

医療費の一部負担金の割合が２割（現役並み所得がある場合は３割）になります。 
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(2) 後期高齢者医療制度（保険年金課） 

75歳(一定の障がいがある方は 65歳)以上の高齢者の医療給付を行う国の制度です。 

被保険者証が交付され、医療機関等の窓口で支払う保険対象医療費の一部負担金の

割合が、令和４年 10月１日からは、新たに「２割」が追加され、「１割」、「２割」、

「３割」の区分になりました。 

４ 老人ホームへの入所措置（高齢者支援課） 

環境上の理由と経済的理由により、居宅で生活することが困難な高齢者を養護老人ホ

ーム等へ入所措置を行っています。 

（令和 4年度実績 養護老人ホーム 17人 特別養護老人ホーム 2人 31,967,486円） 

５ 老人のための明るいまち推進事業 

老人のための明るいまち推進事業は、地域住民の参加と協力のもとに高齢者福祉の推

進を図ることをねらいとして、昭和 50年度から厚生省(現：厚生労働省)が始めた画期的

な事業で、小平市は昭和 50年度から指定を受けて開始いたしました。 

この事業は、住民自身の積極的な参加のもとに老人のための各種事業を総合的に行う

ことによって、 

・高齢者をいたわり大切にし 

・高齢者の能力を生かし、生きがいを高め 

・高齢者の孤独をなくし、住民との交流をふかめ 

明るい老後を送ることができるまちづくりを行うものです。 

事業の内容は表５のとおりです。 

表５ 令和４年度 老人のための明るいまち推進事業実績  

・いきがいづくり 

№ 事 業 名 実  施  内  容 金額(円) 

1 

高齢者福祉大会 

(小平市社会福祉

協議会と共催) 

新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止 ― 

2 
高齢者のしおり

の発行 

介護予防・日常生活の支援、生きがいづくりや、社

会活動、健康に関すること等の市のサービスを紹介

する冊子を公共施設に配布する。 

令和４年度 ７月発行 

発行部数  37,000部 

5,627,888 

 



 

- 19 - 

・要援護高齢者支援 

№ 事 業 名 実  施  内  容 金額(円) 

1 
ねたきり高齢者 

おむつ支給等 

65歳以上でねたきり状態にある高齢者の方で、市民

税非課税世帯の方におむつの支給等を行っていま

す。 

対 象 者 261人（令和5年3月31日現在） 

助成内容 月額6,000円以内のおむつの現物支給 

または現金支給 

12,120,098 

2 訪問理・美容サービス 

外出が困難で理・美容店を利用できない65歳以上の

一人暮らし高齢者などを対象に居宅での理・美容サ

ービスを提供しています。（市は出張費のみ負担） 

利用者 6人 実施件数 20件 

83,600 

3 共通入浴券交付 

自宅に風呂のない65歳以上の一人暮らし高齢者など

を対象に入浴券を配布しています。 

対 象 者 16人 

交付枚数 １人あたり年間72枚 

772,690 

・令和４年度小平市健康福祉基金 

項     目 件 数 ・ 金 額 

令和 4年度基金寄附件数 15件 

令和 4年度基金寄附金額 464,000円 

令和 4年度寄附金、利子等による基金積立額 1,009,000円 

令和 4年度一般会計繰入金 0円 

令和 4年度末基金現在高 27,608,000円 

 

６ 敬老記念品贈呈事業（高齢者支援課） 

「敬老の日」を祝い、市内に居住する 100歳の高齢者に対して敬老記念品を贈呈し、

長寿を祝福しました。 

（令和 4年度実績 50人） 

 

７ 介護事業所業務継続支援事業（高齢者支援課） 

新型コロナウイルス感染症や物価高騰の影響を受けながら、介護サービスを提供して

いる市内の介護事業所の業務継続を支援することを目的とします。 

感染拡大防止対策補助金              支給件数 175件 

省エネ機器買替・光熱水費等高騰臨時対策補助金   支給件数 511件 

食材費高騰臨時対策補助金             支給件数 232件 
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８ 在宅要介護者の受入体制整備事業（高齢者支援課） 

在宅で高齢者を介護する家族等が新型コロナウイルス感染症に感染した場合において

も、介護が必要な高齢者の生活が維持できるよう必要な支援を行うことを目的とします。 

支援件数 42件 

 

９ 介護施設等における感染症対策強化事業（高齢者支援課） 

東京都で実施するＰＣＲ検査等の補助の対象外である介護事業所に対し、新型コロナ

ウイルス感染拡大の防止を図るため、ＰＣＲ検査等の費用を補助することを目的としま

す。 

支給件数 4,097件 

 

10 その他 

前述した事業の他に、高齢者の福祉の向上を図るため、次の事業の実施や制度のご案

内等を行っています。 

・ 老齢福祉年金の諸手続き、老齢基礎年金の請求手続き(加入期間がすべて国民年金第

１号被保険者の方のみ)（保険年金課） 

・ 歯科医療連携推進事業（健康推進課） 

・ 福祉サービス第三者評価の受審費の補助(認知症高齢者グループホーム 5か所、居宅

介護支援 2か所、通所介護 2か所、認知症対応型通所介護 1か所、訪問看護 1か所、

介護老人保健施設 1か所)（生活支援課） 

・ 生活福祉資金（小平市社会福祉協議会） 

・ 満 90歳高齢者に対する表彰事業（小平市社会福祉協議会） 

 
 

第４節 介護保険制度の推進（高齢者支援課） 

介護保険制度は、高齢者が介護を必要とする状態になっても自立した生活を送り、人生の

最後まで人間としての尊厳を全うできるよう、高齢者介護を社会全体で支える仕組みとして、

平成 12年４月に創設されました。 

令和４年度は、第８期介護保険事業計画期間（令和３年度～５年度）の２年目として団塊

の世代が 75歳になる 2025年（令和７年）を見据え、医療・介護・介護予防・住まい・生活

支援が一体的に提供される「地域包括ケアシステム」の構築に向けた取組を総合的に推進し

ました。 
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第１号被保険者数は、令和４年度末時点で 46,277人となり、前年度と比較して 0.5％増加

しました。要介護・要支援の認定者数は、令和４年度末時点で 10,023人で、前年度と比較し

て 3.2％の増加となりました。 

今後の高齢化の更なる進展に伴い、介護を必要とする高齢者や認知症高齢者の増加が見込

まれる中、高齢者が、住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、地域包括ケアシス

テムの構築に向けた取組を推進しています。 

１ 介護保険料 

基準額 5,800円（1月当たり） 

（介護保険法第 129 条の規定により市の条例で定めた保険料率により算定された保険料額） 

２ 被保険者数（令和 5年 3月 31日現在） 

第１号被保険者数（65歳以上）        46,277人 

内訳 前期高齢者（65歳以上 75歳未満）   20,264人 

 後期高齢者（75歳以上）            26,013人 

３ 要介護等認定状況 

表６ 認定者数                （令和 5年 3月 31日現在 単位:人） 

 
要支援 1 要支援 2 要介護 1 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5 計 

第 1 号被保険者 1,358 1,713 2,036 1,667 1,073 1,188 747 9,782 

第 2 号被保険者 21 37 38 63 28 33 21 241 

総    数 1,379 1,750 2,074 1,730 1,101 1,221 768 10,023 

４ 介護サービス受給状況 

(1) 居宅介護（介護予防）サービス受給者数 

表７                （令和 4年度(1か月平均) 単位:人） 

要支援 1 要支援 1 要介護 1 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5 計 

380 769 1,539 1,360 701 607 365 5,721 
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(2) 地域密着型介護（介護予防）サービス受給者数 

表８                （令和 4年度(1か月平均) 単位:人） 

要支援 1 要支援 2 要介護 1 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5 計 

3 10 311 275 163 106 88 956 

(3) 施設介護サービス受給者数 

表９                （令和 4年度(1か月平均) 単位:人） 

介護老人 
福祉施設 

介護老人 
保健施設 

介護療養型 
医 療 施 設 

介護医療院 計 

756 350 25 16 1,147 

 

５ 保険給付費 

表１０ 

事 業 名 令和 4年度実績額 

居宅介護サービス費給付 6,235,198,476円  

地域密着型介護サービス費給付 1,591,902,102円  

施設介護サービス費給付 3,927,449,576円 

居宅介護福祉用具購入費給付 18,860,836円 

居宅介護住宅改修費給付 29,514,755円 

居宅介護サービス計画費給付 721,829,472円 

介護予防サービス費給付 271,853,730円 

地域密着型介護予防サービス費給付 12,999,625円 

介護予防福祉用具購入費給付 4,232,864円 

介護予防住宅改修費給付 20,187,360円 

介護予防サービス計画費給付 61,207,759円 

審査支払事務委託 15,184,356円 

高額介護サービス費給付 383,438,586円 

高額介護予防サービス費給付 200,539円 

高額医療合算介護サービス費給付 55,662,331円 

高額医療合算介護予防サービス費給付 510,144円 

特定入所者介護サービス費給付 210,990,395円 

特定入所者介護予防サービス費給付 60,533円 

合 計 13,561,283,439円 
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６ 地域支援事業 

地域支援事業は、要介護又は要支援状態となることを予防し、社会に参加しつつ、地

域において自立した日常生活を営むことができるよう支援することを目的として、平成

18 年４月に創設された事業です。平成 28 年３月からの介護予防・日常生活支援総合事

業の開始に伴い、介護予防給付から、介護予防生活支援サービス事業への移行を行いま

した。 

(1) 介護予防・日常生活支援総合事業 

表１１ 

事 業 名 令和 4年度実績 

訪問型サービス 112,201,616円 

通所型サービス 255,730,723円 

介護予防ケアマネジメント 49,118,265円 

高額介護予防サービス費相当 788,675円 

高額医療合算介護予防サービス費相当 420,413円 

地域介護予防活動支援 15,878,950円 

介護予防把握 12,191,233円 

地域リハビリテーション活動支援 426,940円 

介護予防普及啓発 16,749,546円 

一般介護予防事業評価 942,000円 

審査支払手数料 1,141,341円 

合 計 465,589,702円 

 (2) 包括的支援事業・任意事業 

表１２ 

事 業 名 令和 4年度実績 

地域包括支援センター運営 248,813,343円 

認知症総合支援 26,089,100円 

在宅医療・介護連携推進 15,339,869円 

生活支援体制整備 33,123,177円 

地域ケア会議推進 600,000円 

介護相談員派遣等 0円 

介護給付費適正化 921,787円 

ケアプラン指導研修 891,000円 

居宅介護支援事業者等助成 166,000円 

家族介護教室 528,000円 
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認知症高齢者見守り 445,302円 

成年後見制度利用支援 3,938,030円 

認知症サポーター養成 341,413円 

合 計 331,197,021円 

 


